
人 K㎡ 514 人 人

人 K㎡ 520 人 人 就 12年 人 人 人

％ 12年 世帯 業 国調 ％ ％ ％

人 ７年 世帯 人 ７年 人 人 人

人 口 国調 ％ ％ ％

1 Ａ 千円 千円 千円

2 Ｂ 千円 千円 千円

3 Ｃ 千円 千円 千円

4 Ｄ 千円 千円

5 Ｅ 千円 千円 ％

％ ％ ％

6 Ｆ 千円 千円 ％

7 Ｇ 千円 千円 千円

8 Ｈ 千円 千円 千円

9 Ｉ 千円 千円 千円

10 Ｊ 千円 千円 千円

千円

Ａ B B/A

人 千円 円 円

人 千円 円 円

人 千円 円 円

人 千円 円 円

人 千円 円 円

人 千円 円 円

旧静岡市(12年度)　104.9(13年度）　104.8 (14年度)　105.2 円

旧清水市(12年度)　102.8(13年度）　103.0 (14年度)　102.9

千円

千円 千円 195 人 千円

千円 千円 248 人 世帯

千円 千円 1,144 人 況・ 人

千円 千円 13 人 円

千円 千円 1 人 円

千円 千円 20 人 円

千円 千円 470 人 介護 人

千円 千円 106 人 保険 千円

千円 千円 7 人 の状 千円

千円 千円 22 人 況 千円

千円 千円 90 人 公共 道路舗装率 ％ （Ｈ１４）

千円 千円 5 人 施設 道路改良率 ％ （Ｈ１４）

千円 千円 - 人 の整 上水道等普及率 ％ （Ｈ１４）

千円 千円 1 人 備状 公共下水道普及率 ％ （Ｈ１４）
況

㎡/人 （Ｈ１４）

・ 公債費比率及び起債制限比率は、平成１３年度から分母に臨時財政対策債発行可能額を加えるように概念変更された。
・ 財政力指数、起債制限比率、実質収支比率､道路舗装率､道路改良率、上水道等普及率、公共下水道普及率､都市公園面積については、
旧静岡市と旧清水市の数値を加重平均し、その他の１４年度以前の数値は、旧両市の合算数値を記載した。（ラスパイレス指数を除く）

平成１5年度普通会計決算状況（決算カード）附 表 ７

ラスパイレス指
数

（15年度）104.2

都道府県名 静岡県

コード番号 222011 市町村類型 ＶＩ－５

普通会計繰入額収支額事 業 名法適用

ふ り が な しずおかし 15年度交付
税種地区分

Ｉ－７
市町村名 静岡市

人                       口 面       積 人口密度 人口集中地区人口 　　　産　　　　　　　　業　　　　　　　　構　　　　　　　　造

国 調

１２年 706,513 1,373.85 613,346 区分 第１次 第２次 第３次

７年 714,266 1,373.78 612,186 13,452 111,808 244,417

増加率 △1.09
国勢調査世帯数

254,523 3.6 30.0 65.6

住民基
本台帳

H16.3.31 703,150 245,449

703,255H15.3.31

245,111

4.2 32.1 63.5

平成１5年度 区           分

16,256 123,788

指   数   等平成１4年度 指定団体等の状況

歳 入 総 額 267,768,415 基 準 財 政 需 要 額 108,750,784 振興山村、中核市、中
部圏、広域市町村圏、
豪雪地帯、特定農山
村、辺地、公害防止地
域、水源地域、線引市
町村、地方生活圏、テ
レトピア、ハイビジョン

歳 出 総 額 259,112,225

区                        分

基 準 財 政 収 入 額 91,777,106

歳 入 歳 出 差 引 額 A-B 8,656,190 標 準 財 政 規 模 138,271,146

実 質 収 支 C-D 4,488,404 公 債 費 負 担 比 率 18.2

翌年度に繰り越すべき財源 4,167,786 財 政 力 指 数

3.2 公 債 費 比 率

0.876

16.0

6,074,467

単 年 度 収 支 △ 1,586,063 2,214,174 起 債 制 限 比 率 12.1 財政調整基金      千円

4.3実 質 収 支 比 率

積 立 金 3,745,817 27,112 地 方 債 現 在 高 310,376,952 5,753,362

繰 上 償 還 金 - 2,354,600          うちＮＴＴ債現在高 1,640,843 減債基金            千円

積 立 金 と り く ず し 額 1,530,000 9,020,015 収 益 事 業 収 入 額 1,000,000 2,545,483

実質単年度収支 F+G+H-I 629,754 △ 4,424,129 債 務 負 担 行 為 額 26,906,352 その他特目基金  千円

積 立 金 現 在 額 28,999,284 20,700,439

                 一          般          職         員          等                特          別          職          等

区      分 職員数 給料月額
一人当たり支
給月額

区     分 改定実施年月日
一人当たり平均給料
(報酬)月額

一 般 職 員 3,874 1,411,122 364,255 市 長 H15.4.1 1,160,000

うち技能労務職員 819 296,371 361,869 助 役 H15.4.1 940,000

教 育 公 務 員 319 136,866 429,047 収 入 役 H15.4.1 812,000

消 防 職 員 715 253,326 354,302 教 育 長 H15.4.1 812,000

臨 時 職 員 - - - 議 会 議 長 H15.4.1 824,000

合 計 4,908 1,801,314 367,016 議 会 副 議 長 H15.4.1 735,000

607,101議 会 議 員

国保
会計
の状

       区              分

H15.4.1

職 員 数

指 数 等

134,942

1,410,881

228,334 普通会計からの繰入額 3,885,559

加入世帯数

収支額

公

営

事

業

の

状

況

水 道 事 業 会 計 有 1,944,876

農業集落排水事業会計

競 輪 事 業 会 計 無 2,111,045

1

老人保健医療事業会計

下 水 道 事 業 会 計

3,260,135

96,833 13,208,557

病 院 事 業 会 計 有 29,954

有

被保険者１人当り保険料調定額

被保険者数 262,439

簡 易 水 道 事 業 会 計 無 3,945 279,000 事業
勘定

１世帯当り保険料調定額 161,646

83,116

市 場 事 業 会 計 無 67,709 176,571 被保険者１人当り費用 211,666

無 801 86,900

9,014,441

-

国保（事業）事業会計 無 1,410,881 3,885,559

１号被保険者数（６５歳以上） 140,079

保険料調定額（１号被保険者） 5,083,632

98.0

27,791,760

国保（直診）事業会計 無

無 0 4,322,319 保険給付費

17,692 支払基金交付金（２号被保険者）

介護保険サービス会計 無 112 40,100

介 護 保 険 事 業 会 計 無 458,759 5,710,196

都  市  公  園  面  積
(人口1人当り)

清掃工場発電事業会計 無 9,731 -

駐 車 場 事 業 会 計 無 0 442,004

239,585,070

224,797,026

14,788,044

8,713,577

79.1

98.0

66.8

5.22



うち職員給

内

訳

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資、貸付金

経常経費充当一般財源

投資的経費 千円

うち人件費 経常収支比率

普通建設事業費

内 補助 税等総額

単独 千円

国直轄事業負担金

訳 県営事業負担金 千円

災害復旧事業費 経常一般財源比率

失業対策事業費

％

千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

市民税

利子割交付金 －

地方消費税交付金 －

ゴルフ場利用税交付金 自動車重量譲与税

自動車取得税交付金

地方特例交付金 交通安全対策特別交付金

国有資産等所在市交付金

減税補てん債特例加算額

％ ％ ％

経常収支比率は、平成１３年度から分母に減税補てん債及び臨時財政対策債を加えるように概念変更された。
（かっこ書き数値は、分母に減税補てん債及び臨時財政対策債を加えずに算出したもの）

特別とん譲与税 146,679

(減税補てん債及び臨時財政対策債を含ま
ない経常一般財源で算出した）

うち経常一般財源(減税補てん債及び臨時
財政対策債を含む）

1,679,601

1,376,852

4,116,090

430,108

789,386 0.3 153,111,326

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　　　　　　質　　　　　　　　　別　　　　　　　　　歳　　　　　　　　　出

区                        分 決算額 構成比
Ｋ 経常一般財

源
Ｋの構成
比

区      分 決算額 構成比 税等 経常一般財源
経常収支
比率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

地方税 118,457,238 44.3 107,525,773 76.6 人件費 57,414,020 22.2 47,589,438 45,926,580 30.0%

地方譲与税 2,090,462 0.8 2,090,462 1.5 37,252,819 14.4 33,156,922 33,064,391 21.6%

利子割交付金 800,619 0.3 800,619 0.6 扶助費 25,369,821 9.8 9,342,728 8,637,282 5.6%

地方消費税交付金 7,058,933 2.6 7,058,933 5.0 公債費 34,408,011 13.3 33,661,757 29,196,726 19.1%

ゴルフ場利用税交付金 29,519 0.0 29,519 0.0 元利償還金 34,408,011 13.3 33,661,757 29,196,726 19.1%

特別地方消費税交付金 501 0.0 501 0.0 一時借入金利子 - - － - -

自動車取得税交付金 1,317,597 0.5 1,317,597 1.0 小           計 117,191,852 45.3 90,593,923 83,760,588 54.7%

地方特例交付金 4,116,193 1.5 4,116,193 2.9 物件費 27,078,558 10.4 21,185,375 17,719,121 11.6%

地方交付税(普通) 16,637,564 6.2 16,637,564 11.9 2,611,104 1.0 2,262,078 2,204,330 1.4%

地方交付税(特別) 1,571,496 0.6 - - 24,949,738 9.6 23,571,028 10,313,733 6.7%

小                  計 152,080,122 56.8 139,577,161 99.5 8,260,719 3.2 3,944,097 - -

交通安全対策特別交付金 198,059 0.1 198,059 0.2 2,996,915 1.2 2,329,774 - -

分担金・負担金 1,638,941 0.6 - - 繰出金 14,978,344 5.8 13,467,495 11,091,345 7.3%

前年度繰上充用金 - - -使用料 5,448,225 2.0 450,057

手数料 1,621,010 0.6 - - 61,044,995 23.5 19,090,802

0.3

125,089,117
国庫支出金 27,867,279 10.4 - - 2,459,196 1.0 2,416,948

県支出金 9,628,659 3.6 - - 60,464,124 23.3 18,725,129

0.0 19,193,583 7.4 1,528,544財産収入 999,397 0.4 114,300

40,397,066 15.6 16,746,922寄附金 147,650 0.1 - 185,084,005
繰入金 7,764,696 2.9 - - 84,089 0.0 89

-

繰越金 14,788,044 5.5 -

諸収入 4,372,479 1.6 6,349 580,871 0.2 365,673

-

0.0

449,574

地方債 41,213,854 15.4 - - - - -

101.5合                    計 267,768,415 100.0 140,345,926 100.0 合          計 259,112,225 100.0 176,444,572

市                                               税 目     的     別     歳     出

区                       分 決  算  額 構成比 増減率 基準税額×1.3333 超過課税分収入済額 区          分 決  算  額 構成比 税         等

千円

個人分 34,940,097 29.5 7.5 33,215,447 議会費 1,276,587 0.5 1,274,074

法人分 10,947,038 9.2 6.7 9,921,073 総務費 36,034,180 13.9 22,646,639

固定資産税 53,987,188 45.6 △ 3.6 52,910,091 民生費 56,847,278 21.9 32,626,594

軽自動車税 761,757 0.7 5.4 760,002 衛生費 24,556,709 9.5 17,352,515

市たばこ税 4,732,827 4.0 5.4 4,781,270 労働費 1,087,555 0.4 582,832

鉱産税 28 0.0 △ 17.6 49 農林水産業費 5,441,920 2.1 3,318,355

特別土地保有税 6,387 0.0 △ 84.5 - 商工費 4,337,714 1.7 3,509,691

目的税 13,081,916 11.0 △ 2.0 2,149,184 土木費 50,852,365 19.6 30,364,650

入湯税 27,258 0.0 △ 8.4 - 消防費 8,673,664 3.4 8,118,183

都市計画税 10,931,465 9.2 △ 3.8 - 教育費 35,015,371 13.5 22,623,609

事業所税 2,123,193 1.8 8.8 2,149,184 災害復旧費 580,871 0.2 365,673

合                    計 118,457,238 100.0 0.9 103,737,116 公債費 34,408,011 13.3 33,661,757
　
標準税収入額の算出に
は、基準税額×100／75
を使用。

994,838 地方道路譲与税 諸支出金 － －

7,059,938 492,460 前年度繰上充用金 － －

28,377

1,372,250

196,288

176,444,572

標準税収入額

119,569,599 121,633,582 合          計 259,112,225 100.0標準財政収入額

(2号)1,750,000円 (5号)160,000円 (8号)120,000円 98.2

法人税割

均
等
割

(1号)3,000,000円 (4号)400,000円 (7号)130,000円

徴

収

率固定資産税           1.4/100

市
民
税

適    用   税   率   の   状    況

市

民

税

個

人

分

均等割 2,500円

標準税率に
対する比率
1.00

法
人
分所得割

        12.3/100

(3号)  410,000円 (6号)150,000円 (9号)  50,000円 94.0

合 計

49.8

固定資産税 98.0

市 民 税

     ８１.７％ ( 89.1)

区    分 合  計

93.943.3

現年課税分

33.4

98.1

滞納繰越分

93.4


